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「 インターネットバンキング関連規定」 の新設・ 改定のお知らせ

2020年4⽉23⽇
お客さま各位

「インターネットバンキング関連規定」の新設・改定のお知らせ

 平素より佐賀銀⾏をご愛顧賜り誠にありがとうございます。
 2018年6⽉の銀⾏法改正に基づき、下記の通り「インターネットバンキング関連規定」を新設・改定いたしますのでお知らせいたします。

記

１．新設・改定する規定
(1)「APIサービス連携規定」（新設）
(2)「さぎん法⼈インターネットバンキングサービス利⽤規定」（改定）
(3)「さぎんインターネット・モバイルバンキングサービス利⽤規定」（改定）

２．おもな内容
(1)「APIサービス連携規定」（新設）

お客さまが、電⼦決済代⾏業者の提供するサービス機能をご利⽤される際に、当該業者が「オープンAPIによるデータ連携」（※1）の⽅
法でサービス提供を⾏う場合の取扱いを定めたものです。

※1 「オープンAPIによるデータ連携」･･･お客さま⾃⾝が、取引銀⾏と電⼦決済等代⾏業者間のデータ連携について許可を⾏う、安全
で正確なデータ連携が可能な仕組みです。

(2)「さぎん法⼈インターネットバンキングサービス利⽤規定」、および(3)「さぎんインターネット・モバイルバンキングサービス利⽤規定」
お客さまが、電⼦決済代⾏業者の提供するサービス機能をご利⽤される際に、当該業者が「スクレイピング」（※2）の⽅法でサービス提
供を⾏う場合の取扱いを定めたものです。

※2 スクレイピング･･･お客さまが電⼦決済等代⾏業者に「ID、パスワード」を登録し、電⼦決済等代⾏業者がお客さまに成り代わっ
て当⾏にアクセスする仕組みです。

新設・改定規定は下記をご参照ください。

３．適⽤開始⽇
(1)「APIサービス連携規定」                     2020年4⽉23⽇（⽊）
(2)「さぎん法⼈インターネットバンキングサービス利⽤規定」     2020年5⽉18⽇（⽉）
(3)「さぎんインターネット・モバイルバンキングサービス利⽤規定」  2020年5⽉18⽇（⽉）

以 上

別紙︓APIサービス連携規定
   さぎんインターネット・モバイルバンキングサービス利⽤規定
   さぎん法⼈インターネットバンキングサービス利⽤規定

https://www.sagabank.co.jp/oshirase/file/2020/0423a.pdf
https://www.sagabank.co.jp/oshirase/file/2020/0423b.pdf
https://www.sagabank.co.jp/oshirase/file/2020/0423c.pdf
https://www.sagabank.co.jp/


API 連携サービス規定 

 

第1条 API 連携サービスについて 

1. API 連携サービス（以下、「本サービス」といいます。）とは、当行の口座を保有し

ているお客さま向けに提供しているサービスの一部を、外部サービス会社（API を介し

てお客さまにさまざまなサービスを提供する外部事業者の総称をいいます。以下同

じ。）が提供するサービス（以下「外部サービス」といいます。）と連携させることが

可能になるサービスのことをいいます。 

2. 当行は、当行の普通預金口座（総合普通預金口座を含みます。）または貯蓄預金口座を

開設し、暗証番号を登録済みのキャッシュカードを保有する個人のお客さまおよび当行

の普通預金口座または当座預金口座をお持ちの法人・団体・個人事業主のお客さまに本

サービスを提供します。 

3. 本サービスを利用するにあたり、お客さまは、外部サービス会社とのご契約が必要とな

りますが、外部サービス会社との契約にあたっては、お客さまが、自らの責任において

外部サービス会社への申込を検討し、申込を行うものとします。 

4. 本サービスを利用した当行のサービスには、当行が定める各種預金規定等の関係する各

規定が適用されます。 

 

第2条 手数料等 

本サービスの利用による手数料は、当行が別途定める場合を除き発生しません。なお、外

部サービスのご利用にあたっては、外部サービス会社に対して、外部サービス会社所定の

利用手数料等の支払が必要となる場合があります。 

 

第3条 本サービスの利用 

1. お客さまは、本サービスの利用開始にあたっては、本規定に同意した上で、外部サービ

ス経由で本人確認を受け、外部サービス会社ごとに利用登録を行うものとします。当行

は、利用登録に際して、お客さまから通知を受けた内容が当行に登録された内容と一致

することその他の当行が相当と認める方法により確認します。また、ご利用から一定期

間を超えた場合には、再度本人確認および利用登録を行う必要がある場合があります。 

2. 前項の本人確認および利用登録が完了した場合、当行は、外部サービス会社に認証情報

を発行し、外部サービス会社から認証情報を受領したときはお客さまの指示があったも

のとみなします。 

3. 前二項の方法による本人確認を行ったうえで取引をした場合、認証情報につき不正使用

その他の事故があっても当行は当該取引を有効なものとして取り扱うことができるもの

とし、万一これによってお客さまに損害が生じた場合でも、当行の責めに帰すべき事由

がある場合を除き当行は責任を負いません。 



 

4. お客さまは、外部サービス会社のサービス経由で 本サービスをご利用いただく場合、

当該外部サービス会社のセキュリティレベルでのご利用となることを了承します。 

5. 本サービスの利用にあたり、以下の各号に該当する事象が発生した場合は、当行は、外

部サービス会社と連携して情報収集にあたるため、必要に応じ、口座情報およびその他

のお客さまの情報を外部サービス会社に対し開示することができるものとします。 

① お客さまの情報が流出・漏洩した場合、またはそのおそれがある場合 

② 不正利用が発生した場合、またはそのおそれがある場合 

6. 当行が外部サービス会社に開示した情報は、外部サービス会社によって管理されるもの

とし、外部サービス会社による管理不十分、使用上の過誤、不正使用等により発生した

損害または損失について当行は責任を負いません。 

7. 本サービスの利用には、以下の各号に該当する事象によってお客さまに損害が生じるリ

スクがあります。お客さまは、かかるリスクを十分に理解し、同意したうえで、本サー

ビスを利用するものとします。 

① 外部サービス会社の提供するサービスの利用に必要となるトークン等が流出、漏洩

しもしくは偽造され、外部サービス会社もしくは当行のシステムが不正にアクセスさ

れ、または外部サービス会社のシステム障害等により、お客さまの情報の流出等が生

じる場合 

② 外部サービス会社の責めに帰すべき事由（内部役職員の不正行為、システム管理の

不備、お客さま保護態勢の不備等を含みますが、これらに限られません。）により外

部サービス会社のサービス機能停止やお客さま情報の流出等が生じる場合 

 

第4条 提供情報 

本サービスで提供される情報は、お客さまの照会操作時点で当行のシステム上提供可能な

ものに限られ、必ずしも最新の情報あるいはすべての情報を反映したものとは限りませ

ん。 

 

第5条 その他免責事項 

1. 外部サービスは専ら外部サービス会社が提供するものであり、外部サービスの利用また

はこれに付随しもしくは関連してお客さままたは第三者に生じた損害について、当行は

責任を負わないものとし、当該損害の賠償および補償については、お客さまと外部サー

ビス会社との間で解決されるものとします。 

2. 当行は、本サービスに関し、外部サービスと本サービスとの口座情報の連携が常時適切

に行われること、口座情報の内容が正確性、的確性、信頼性、適時性を有すること、外

部サービス会社のシステム管理体制その他のセキュリティ、顧客保護態勢、信用性等が

十分であること、外部サービス会社が知的財産権その他の権利を侵害していないことに



ついて、一切の保証を行うものではなく、これらに起因して生じた損害については、当

行は責任を負いません。 

3. 当行は、本サービスに関する技術上の理由または当行の業務上の理由もしくはセキュリ

ティ、保守等の理由その他の理由に基づき当行が必要と判断する場合、お客さまに事前

に通知することなく、本サービスの全部または一部を変更、停止、または終了する場合

があり、これらに起因して生じた損害について、当行は責任を負いません。 

4. 本サービスの利用に関し、不正アクセス、情報流出・情報漏えい等が生じた場合、その

ためにお客さまに生じた損害については、当行に責めがある場合を除き、当行は責任を

負いません。 

 

第6条 本サービスの利用停止 

1. お客さまが本サービスの利用停止を希望される場合は、お客さまご自身で、外部サービ

ス会社に対し利用停止の手続きを行うものとします。 

2. 前項の手続きを行った場合であっても、当行が当行の所定の方式により、お客さまと外

部サービス会社との間の各種サービスが利用停止されたことを確認するまでの間、当行

は当該サービスが有効に継続しているものとみなして本サービスの提供を続けるものと

します。 

3. 当行が定める一定の期間内に、お客さまが外部サービス会社のサービスを利用しなかっ

たこと等により、外部サービス会社が提供するサービスを通じたお客さまの口座情報へ

のアクセスまたは取引指示がなかった場合、本サービスを停止するものとします。 

4. 本サービスの再開を希望される場合は、再度本サービスの利用申込を行うものとしま

す。 

 

第7条 本サービスの休止 

当行は、システムの定期的な保守点検、安全性の維持・向上、その他必要な事由がある場

合は、本サービスを休止することができるものとします。また、この休止の時期・内容等

に関するお客さまへの告知については、当行の定める方法によることとします。 

 

第8条 本サービスの廃止 

当行は、本サービスの全部または一部について、お客さまに通知することなく廃止する場

合があります。 

また、本サービス廃止時には、本規定を変更する場合があります。 

 

第9条 反社会的勢力との取引拒絶 

本サービスは、お客さまが次の各項のいずれにも該当しない場合に利用することができ、 

次の各項の一つにでも該当する場合には、当行は、本サービスを開始せず、停止もしくは 



休止し、または終了することができるものとします。 

1. お客さまが暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力

団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集

団等、その他これらに準ずる者（以下、これらを「暴力団員等」といいます。）に該当

し、または次のいずれかに該当することが判明した場合 

①暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

③自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的

をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

④暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると

認められる関係を有すること 

⑤役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関

係を有すること 

2．お客さまが、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにでも該当する行為をし

た場合 

①暴力的な要求行為 

②法的な責任を超えた不当な要求行為 

③取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

④風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業

務を妨害する行為 

⑤その他①から④の準ずる行為 

 

第10条 関係規定等の準用 

本規定に定めのない事項については、各種預金規定等関係する各規定により取り扱いま

す。 

また、これらの規定と本規定との間に齟齬がある場合には、本サービスに関しては本規定

を優先して適用するものとします。 

 

第11条 本規定の変更 

当行は、本サービスの内容または本規定の各条項その他の条件を、金融情勢の状況の変化

その他相当の事由があると認められる場合には、変更できるものとし、変更日以降は変更

後の内容に従い取り扱うこととします。変更内容、適用開始日は当行ホームページ上に掲

示する等当行所定の方法によりお客さまに告知するものとし、かかる変更により万一お客

さまに損害が生じた場合でも、当行は責任を負いません。 

 

第12条 譲渡・質入等の禁止 



本サービスに基づくお客さまの権利は、譲渡・質入、または第三者への貸与はできませ

ん。 

 

第13条 準拠法・合意管轄 

本規定の契約準拠法は日本法とします。本サービスまたは本規定に関する訴訟について

は、当行本店の所在地を管轄する裁判所を専属的合意管轄裁判所とします。 

以 上 

令和 2年 4月現在 



さぎんインターネット・モバイルバンキングサービス利用規定 

 

 

第１条 さぎんインターネット・モバイルバンキングサービス 

1．「さぎんインターネット・モバイルバンキングサービス」（以下「本サービス」といいます。）は、佐賀銀行

（以下「当行」といいます。）に対し、当行所定の申込手続きを完了したお客さま（以下「お客さま」とい

います。）が自ら占 有・管理するパソコン、スマートフォン、ソフトウェア、モバイル機器（情報提供サー

ビス対応携帯電話機）など（以下「端末」といいます。）により、電話回線およびインターネットを利用し

て、以下の取引（なお、サービスの内容については後記第 7 条、第 8 条、第 9 条、第 10 条、第 11 条に

記述のとおりとします。）を行うことができるサービスをいいます。 

(1)振込・振替取引  

①当行本支店の同一店内のお客さま名義間の資金の移動（振替）およびそれ以外の資金の移動（振込） 

A.「事前登録方式」… あらかじめお客さまが指定した振込・振替口座へ入金する方法 

B.「都度指定方式」… お客さまが利用の都度、振込・振替口座を指定する方法 

②翌営業日以降の当行所定の範囲で振込日付を指定する振込・振替（振込・振替予約） 

(2)照会取引 

当行本支店のお客さま名義口座（支払指定口座）の残高照会・入出金明細照会 

(3)料金等払込みサービス「Pay-easy（ペイジー）」 

税金、手数料、料金等をお客さまの支払指定口座から引落して払込を行うサービス 

(4)住宅ローン一部繰上返済サービス 

お客さまからの依頼に基づき、当行でお借入の住宅ローン債務の一部を、支払指 定口座から引落した資

金で期限前に繰上返済することができるサービス  

(5)定期預金サービス 

お客さまの支払指定口座から定期預金口座（総合口座および通帳式定期預金）に振替預入および解約入金

するサービス 

２．利用時間 

本サービスの利用時間は当行所定の時間内とします。利用時間は利用するサービスにより異なる場合があ

ります。また、当行はお客さまに事前に通知することなく利用時間を変更することができるものとします。  

３．手数料等 

本サービスにかかわる諸手数料は、お客さまに事前に通知することなく新設あるいは改定できるものと

し、当行所定の方法により自動的に引落します。  

４．取引限度額の設定 

｢１日あたりの限度額」の上限は、当行の定める範囲でお客さまが所定の方法 により指定するものとしま

す。なお、当行はお客さまに事前に通知することなく上限金額を変更することがあります。取引の限度額

をこえる取引はできません。  

  

第 2 条 利用申込  

１．サービス利用対象者 



本サービスは当行が申込みを承諾した日本国内の居住者で当行に普通預金を保有する個人を対象としま

す。お客さまは本規定の内容を十分に理解したうえで、 自らの判断と責任において本サービスを利用す

るものとします。  

２．申込手続 

(1)お客さまは、本サービスの利用の申込みに際して、当行所定の方法によりお客さまの「ログインパスワ

ード」、「確認用パスワード」（以下総称して「パスワー ド」といいます。）その他必要な事項を届出るも

のとします。 

(2)当行は、当行所定の手続きによるお客さまからの申込みにもとづいて、利用のための登録手続を行い、

登録内容を「登録内容のお知らせ」により通知します。お客さまは「登録内容のお知らせ」にもとづいて

その内容を端末に設定してください。お客さまの設定完了後、本サービスは利用可能となります。  

3 ．サービス利用口座の登録 

本サービスを利用できる口座は、お客さまが当行所定の申込手続きにより届出た次の登録口座とします。  

なお、口座開設と同時に利用を申込まれる場合は、登録口座は当行が指定するものとします。 

このほか、「都度指定方式」における振込・振替口座については、お客さまが都度指定することができま

す。  

(1)支払指定口座 

振込・振替資金等の引落し口座で当行本支店におけるお客さま名義の口座名義・住所が同一の当行所定の

預金種類の口座。  

(2)振込・振替口座 

振込・振替資金の入金口座で当行所定の預金種類の口座。  

(3)支払指定口座兼代表口座 

支払指定口座のうちお客さまが指定した総合口座。  

(4)定期預金サービス指定口座 

支払指定口座から振替預入する定期預金口座（総合口座定期預金および通帳式定期預金） 

なお、届出がない場合は、支払指定口座の総合口座定期預金を定期預金サービス指定口座とします。  

４．印鑑照合など  

(1)お客さまが申込書に押印した印影を支払指定口座の届出印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないも

のと認めて取扱を行った場合は、申込書につき、偽造､変造、盗用その他の事故があっても、そのために

生じた損害については、当行は責任を負いません。 

(2)本サービスの申込内容に変更がある場合は、申込代表口座（以下「代表口座」といいます。）の届出印に

より、新たに申込書を提出してください。（ただし、代表口座の変更はできません。）この場合も相当の注

意をもって印鑑を照合し、相違ないものと認めて取扱いを行った場合は申込書につき、偽造、変造、盗用

その他 の事故があっても、そのために生じた損害については当行は責任を負いません。  

  

第３条 本人の確認  

１．本人の確認  

(1)本サービスにおける本人確認は、お客さまが利用時に端末に入力・送信するパスワードが当行に登録さ

れているパスワードと一致すること、その他当行が定める方法により行います。本人確認に使用するパス



ワード、その他本人確認方法の規格、設定数、設定方法等は当行が定めるものとし、当行が必要とする場

合、お客さまの承諾なしに、これらを変更することができるものとし、変更する場合は、当行ホームペー

ジまたは書面によりお知らせします。  

(2)当行が、本規定（当行所定事項に定める事項を含みます。）にしたがって本人を確認し、依頼された取引

が成立した場合、パスワード等について不正使用､その他の事故があっても当行は当該依頼をお客さまの

意思にもとづく有効なものとして取扱い、また、そのために生じた損害については当行は責任を負いませ

ん。当行が送付するパスワードが記載されている「登録内容のお知らせ」等はお客さまが厳重に管理し、

その内容を第三者にもらしたり、紛失・盗難にあわないよう十 分注意をしてください。  

２．パスワードの管理  

(1)パスワードは重要な情報です。お客さまがパスワードを指定する場合は、当行指定の文字数を指定して

ください。また、パスワードの指定にあたっては､生年月日や電話番号等、第三者から推測可能な番号の

指定は避けるとともに､お客さまの責任において第三者に知られないように厳重に管理してください。な

お、当行はパスワードの照会に対して回答は行いません。また、当行行員がパスワードをお尋ねしたりす

ることはありません。  

(2)お客さまが、パスワードの変更を行う場合には、当行所定の方法により変更が可能です。パスワードは、

お取引の安全性を確保するため、盗取・偽造・不正使用その他のおそれがある場合など、必要に応じて変

更してください。  

(3)本サービスの利用に際し、届出と異なるパスワードが、当行の定める回数以上連続して入力された場合、

そのパスワードは無効となります。パスワードの再設定を行う場合には、当行所定の手続をとってくださ

い。  

(4)パスワードを失念した場合には、当行所定の手続にしたがって、パスワードの再設定をするなど、必要

な手続をとってください。 

 3．電子メールアドレスの登録  

(1)サービスを利用する端末から、電子メールアドレスを必ず登録してください。お客さまは、当行がこの

電子メールアドレス宛に、サービスの利用に関する電子メールを送信することに同意することとします。 

(2)電子メールアドレスは、「メール通知パスワード」の送信先となるため、お客さまは当行からの電子メー

ルを受信できるよう、正しく登録を行ってください。また電子メールアドレスを変更された場合は、利用

する端末からお客さま自身の操作で登録情報の変更を行ってください。  

(3)メール通知パスワードサービスが稼動するサービス環境では、電子メールを受信できない場合、特定の

取引・操作を実行できませんのでご注意ください。  

  

第４条 ワンタイムパスワード認証サービス  

１．サービスの内容 

ワンタイムパスワード認証サービスとは、本サービスを利用する際に、スマートフォンまたは携帯電話に

インストールしたパスワード生成ソフト（以下「トークン」といいます。）により生成された可変的なパ

スワード（以下｢ワンタイムパスワード｣といいます。）を、「第 3 条 本人の確認」に定める本人確認手続

きに加えて用いることにより、お客さまの本人確認を行うサービスです。  

２．お客さま 



ワンタイムパスワード認証サービスのお客さまは、インターネットバンキングサービスのお客さまとしま

す。 

３．利用方法  

(1)トークンの発行 

お客さまがワンタイムパスワード認証サービスを利用される場合は、インターネットバンキングサービス

から「トークン発行依頼」を行います。当行は「トークン発行依頼」を受け、「トークン発行依頼」で指

定されたスマートフォンまたは携帯電話の電子メールアドレス宛に、トークンのダウンロード先 URL 等

を通知します。お客さまは、通知された URL よりトークンをダウンロードした後、パスワード生成機能

の設定を行います。 

(2)ワンタイムパスワード認証サービスの利用開始 

携帯電話にトークンを登録したお客さまは、トークン上（携帯電話画面）に表示されたワンタイムパスワ

ードをインターネットバンキングサービスの所定の入力場所へ入力し、「ワンタイムパスワード利用開始」

を行います。お客さまが入力したワンタイムパスワードと、当行が保有するワンタイムパスワードが一致

した場合に、当行はお客さまからの「ワンタイムパスワード利用開始」の依頼を受付したとみなし、ワン

タイムパスワード認証サービスの提供を開始します。（スマートフォンをご利用の場合は、「利用開始」の

手続きはありません。） 

(3)ワンタイムパスワードによる本人確認手続き 

「ワンタイムパスワード利用開始」の手続き完了後は、「第３条 本人の確認」の手続きに加えて、ワン

タイムパスワードを当行の指定する方法により送信してください。当行が受信したワンタイムパスワード

と当行が保有するワンタイムパスワードの一致により、お客さま本人の確認とします。  

(4)ワンタイムパスワード認証サービスの利用解除 

お客さまの事由によりワンタイムパスワード認証サービスの利用を解除する場合は、インターネットバン

キングサービスより「ワンタイムパスワード利用解除」を行ってください。この依頼に基づく当行の利用

解除作業が完了した後、本人確認手続き時のワンタイムパスワード認証機能が停止します。（「ワンタイム

パスワード利用解除」を行うと、スマートフォンからはサービスを利用できません。） 

なお、「ワンタイムパスワード利用解除」後に、あらためてワンタイムパスワード認証サービスの利用を

再開される場合は、「⑴トークンの発行」・「⑵ワンタイムパスワード認証サービスの利用開始」の手続き

を行ってください。  

４．ワンタイムパスワードおよびトークンの管理 

(1)トークンをインストールしたスマートフォンや携帯電話は、お客さまご自身で厳重に管理し、他人に知

られたり、紛失・盗難等に遭わないように十分注意してください。トークンをインストールしたスマート

フォンや携帯電話を紛失したり、盗難に遭われた場合は、直ちに当行までご連絡ください。 

(2)お客さまが、トークンを登録しているスマートフォンや携帯電話を使用できない状態（故障・紛失・盗

難等）となった場合は、当行所定の手続きにより「ワンタイムパスワード利用解除」を依頼することがで

きます。  

５．パスワード相違によるサービスの停止 

当行が保有するワンタイムパスワードと異なるワンタイムパスワードが、当行の定める回数以上連続して

入力（送信）された場合は、当行は本サービスの取扱を停止します。本サービスの利用を再開される場合



は、当行所定の手続きを行ってください。 

6．トークンの有効期限 

トークンの有効期限はトークン上（スマートフォンまたは携帯電話画面）に表示されます。有効期限が近

づいた場合は、トークンを操作して有効期限の延長を行ってください。  

7．利用料 

ワンタイムパスワード認証サービスの利用料は無料です。  

  

第５条 メール通知パスワードサービス  

１．サービスの内容 

メール通知パスワードサービスとは、本サービスのお客さまがパソコンから以下の特定の取引・操作を行

う際に、当行からお客さまの電子メールアドレス宛に送信する追加のパスワードを利用して厳格な本人確

認を行う機能です。なお、ワンタイムパスワード認証サービスをご利用の場合はメール通知パスワードサ

ービスは稼動しません。 

（特定の取引） 

①都度指定方式による振込・振替取引 

②ペイジー収納サービス（民間収納機関が対象） 

③電子メールアドレスの追加・変更 

④メール通知パスワードサービス機能の設定 

⑤トークンの発行（ワンタイムパスワード認証サービスの利用開始） 

 2．対象者 

本サービスのお客さまのうち、次の 2 つの条件を満たす全てのお客さまが対象です。 

①パソコンから本サービスを利用する。 

②ワンタイムパスワード認証サービスを利用しない。 

3．利用方法  

(1)ワンタイムパスワード認証サービスを利用しないお客さまが、パソコンから本サービスへログインする

と、メール通知パスワードサービスの初回登録画面が自 動的に表示されます。  

(2)お客さまは画面の指示に従って、追加のパスワードが記載された電子メールを受信するための電子メー

ルアドレスを登録します。（複数の電子メールアドレスを登録することができます。） 

(3)その後は、お客さまがメール通知パスワードサービスの対象となる特定の取引や操作を行うと、登録し

た電子メールアドレス宛に追加のパスワードが記載された電子メールが送信されるので、お客さまはサー

ビス画面上の所定の場所にこれを入力して取引を完了します。なお、複数の電子メールアドレスを登録し

ている場合は、全ての電子メールアドレス宛に追加のパスワードが通知されます。 

４．パスワード相違によるサービス停止  

メール通知パスワードサービスで通知された追加のパスワードとは異なるパス ワードを、当行が定める所

定回数以上間違えて入力すると、サービスを強制終了します。但し、サービスの停止は行いませんので、

サービスへ再度ログインすることで取引を再開できます。  

  

第 6 条 取引の依頼  



１．取引の依頼方法 

本サービスにおける取引の依頼は、パスワードおよび取引に必要な事項をお客さまが自己の端末を使用し

て当行に伝送し行うものとします。  

２．依頼内容の確定 

(1)当行が取引の依頼を受付けた場合、お客さまの端末画面上に依頼内容確認画面を表示しますので、その

内容が正しい場合には、当行の指定する方法で確認した旨を当行に伝送してください。当行が伝送された

内容を確認した時点で当該取引の依頼が確定したものとして受付完了確認画面を表示し、当行が定めた方

法で各取引の手続を行います。  

(2)取引の依頼事項は当行において電磁的記録等により相当期間保存します。お客さまと当行の間で取引内

容について疑義が生じた場合には、当行が保存する電磁的記録等の記録内容を正当なものとします。 

  

第 7 条 振込・振替取引  

１．内容  

(1)振込・振替取引とは、お客さまからの端末による依頼にもとづき、支払指定口座から指定金額を引落し

のうえ、振込・振替口座へ入金する取引をいいます｡振込先として指定できる取扱店は、当行の本支店お

よび「全国銀行データ通信システム」に加盟している金融機関の国内本支店とします。 

(2)振込・振替口座の指定には、次の方式があります。 

①「事前登録方式」… あらかじめお客さまが指定した振込・振替口座へ入金する方法 

②「都度指定方式」… お客さまが利用の都度、振込・振替口座を指定する方法  

(3)事前登録方式、都度指定方式は、翌営業日以降の振込日付を指定する振込・振替 （以下「振込・振替予

約」といいます。）ができます。 

なお、振込・振替予約は、当行所定の範囲で振込指定日を指定することができます。また、振込指定日の

範囲はお客さまに事前に通知することなく変更する場合があります。  

(4)振込・振替口座への入金は次により取扱います。  

①振込・振替口座が支払指定口座と同一本支店にある場合でその名義が同一の場合は「振替」として取扱

います。 

②振込・振替口座が支払指定口座と異なる本支店または他の金融機関にある場合は「振込」として取扱い

ます。 

なお、振込の取引については、当行所定の振込手数料をお支払ください。 

２．受付事項の処理  

(1)受付を完了した振込・振替の依頼内容は、原則として受付日当日に処理を行います。ただし、振込・振

替予約につきましては、振込日前日に処理を行います。 

(2)振込・振替予約で振込・振替口座が複数ある場合は、支払指定口座の残高に応じて、当行所定の方法に

より処理します。 

３．取引の成立 

(1)取引依頼の確定時（ただし、振込・振替予約の場合には、処理指定日の当行所定の時刻）に、振込・振替

資金、振込手数料等を、当行の普通預金規定（総合口座 取引規定、Web 口座規定を含みます。）にかか

わらず預金通帳・払戻請求書の提出なしに、支払指定口座から自動的に引落します。 



(2)振込・振替契約は、振込・振替資金を当行が引落した時に成立するものとします。 

(3)振込・振替契約が成立した場合、当行は依頼内容にもとづいて振込通知を発信し、または振替の処理を

行います。  

(4)次のいずれかに該当する場合、振込・振替サービスによる振込または振替の取引はできません。 

①停電、故障等により取扱いできない場合  

②申込内容にもとづく払込金額に当行所定の利用手数料を加えた金額が、手続時点においてお客さまの口

座より払戻すことのできる金額（当座貸越契約があるときは貸越可能残高を含みます。）を超える場合 

③1 日あたりの利用金額が、当行の定めた範囲を超える場合 

④お客さまの口座が解約済みの場合 

⑤お客さまの口座に関して支払停止の届出があり、それにもとづき当行が所定の手続を行った場合 

⑥差押等やむをえない事情があり当行が不適当と認めた場合 

⑦当行所定の回数を超えてパスワードを誤ってお客さまの端末に入力した場合 

⑧その他当行が必要と認めた場合 

(5)振込・振替取引の完了後は、すみやかに預金通帳への記入、または端末からの照会等により取引内容を

照合してください。万一、取引内容、残高の内容に不明な点がある場合は直ちに取引店に連絡してくださ

い。 

４．振込・振替予約における振込・振替資金の引落し不能時の取扱い 

振込・振替予約において、処理指定日の当行所定の時刻に振込・振替資金の引落しができないときは、そ

の依頼がなかったものとして、振込または振替の取引は行いません。この場合、当行はお客さまに対し振

込・振替資金の引落し不能の旨の通知は行いません。  

５．依頼内容の取消  

振込・振替予約の取消については、振込・振替指定日の前営業日の当行所定の時間までに行う場合に限り、

お客さまは端末を用いて所定の方法により取消を行うことができます。なお、当行が取消を受付けた場合、

お客さまの端末画面上に依頼内容取消画面を表示します。お客さまはその内容が正しい場合には、当行の

指定する方法で確認した旨を当行に伝送してください。  

６．依頼内容の組戻し、または振込内容の変更 

振込・振替取引において、口座相違等により振込・振替口座への入金ができない場合には、お客さまは当

行あてに当行所定の組戻依頼書等を書面により提出するものとし、当行は組戻依頼書等の提出を受けたう

えで組戻手続、または振込内容の変更を行うものとします。なお、「組戻し」、または「振込内容の変更」

の取扱いを行った場合は、当行所定の組戻手数料、または振込変更手数料をいただきます。 

  

第 8 条 照会取引 

１．内容 

照会取引とは、お客さまからの端末による照会依頼にもとづき、支払指定口座について、残高照会、入出

金明細などの取引内容の提供を受けることができる取引をいいます。 

２．照会可能期間 

照会取引では、当行が定める期間内の取引内容を回答します。ただし、当行はこの期間をお客さまに事前

に通知することなく変更することができるものとします。 



３．回答内容の取消・訂正 

照会取引において当行が回答した内容は残高等を証明するものではありません。したがって、照会口座宛

の振込金について取消・訂正等があった場合や､その他の理由により、当行が回答した内容が変更される

場合があります。当行は、このような取消・訂正等によりお客さまに生じた損害については、一切責任を

負いません。 

  

第 9 条 料金等払込みサービス「Pay-easy（ペイジー）」 

１．内容 

料金等払込みサービス「Pay-easy（ペイジー）」（以下「料金等払込み」といいます。）とは、当行所定の

収納機関に対し、払込資金を支払指定口座から引落し、税金、手数料、料金等（以下「料金等」といいま

す。）の払込みを行うことができるサービスです。 

２．次の場合には料金等払込みを行うことができません。 

(1)停電・故障等により取り扱いできない場合 

(2)申込内容にもとづく払込金額に当行所定の利用手数料を加えた金額が、手続時点においてお客さまの口

座より払戻すことのできる金額（当座貸越契約があるとき は貸越可能残高を含みます。）を超える場合 

(3)１日あたりの利用金額が当行の定めた範囲を超える場合 

(4)お客さまの口座が解約済みの場合 

(5)お客さまの口座に関して支払停止の届出があり、それにもとづき当行が所定の手続を行った場合 

(6)差押等やむをえない事情があり当行が不適当と認めた場合 

(7)収納機関から納付情報または請求情報についての所定の確認ができない場合 

(8)当行所定の回数を超えてパスワードを誤ってお客さまの端末に入力した場合 

(9)その他当行が必要と認めた場合  

３．料金等払込みにかかる契約は、払込資金を支払指定口座から引落した時に成立するものとします。 

４．料金等払込みにかかる契約が成立した後は、料金等払込みの申込みを取消しすることはできません。 

５．当行は料金等払込みにかかる領収書（領収証書）を発行いたしません。収納機関の納付情報または請求情

報の内容・収納機関での収納手続きの結果等､その他収納等に関する照会については、収納機関に直接お

問い合わせください｡ 

６．収納機関の連絡により、料金等払込みが取り消されることがあります。 

７．料金等払込みサービスの利用にあたっては、当行所定の利用手数料を支払っていただくことがあります。 

８．前号の利用手数料は、お客さまの指定する口座から、普通預金規定（総合口座取引規定、Web 口座規定

を含みます。）にかかわらず、預金通帳・払戻請求書の提出なしに、支払指定口座から自動的に引落しま

す。  

 

第 10 条 住宅ローン一部繰上返済サービス 

１．内容  

(1)住宅ローン一部繰上返済サービスとは、お客さまからのインターネットバンキングによる依頼に基づき、

当行でお借入の住宅ローンについて、債務の一部を期限前に繰上返済することができるサービスです。

なお、債務の全額を繰上返済することはできません。 



(2)住宅ローン一部繰上返済サービスの利用による一部繰上返済が可能な住宅ローンの種類は、当行所定の

ものとします。なお、一部繰上返済が可能な住宅ローンであっても、返済状況などによっては、本サー

ビスをご利用できない場合があります。 

(3)一部繰上返済の方式は、毎月の返済額を変えずに返済期間を短縮させる方式のみとします。一部繰上返

済可能日は原契約等に定める毎月の約定返済日とします。 

(4)お客さまは住宅ローン一部繰上返済サービスの試算依頼を、次回約定返済日の 7 営業日前（※約定返済

日当日は含まれません）までに行い、試算依頼後、端末に表示される試算結果内容をご確認の上、次回

約定返済日の 3 営業日前（※約定返済日当日は含まれません）までにお客さまの端末により、取引に必

要な事項を当行所定の方法により正確に伝達することで、取引の正式申込とします。当行は正式申込の

内容を確認の上、正式申込内容に基づき一部繰上返済の手続きを当行所定の方法で取扱うものとします。 

(5)お客さまは一部繰上返済に係る一部繰上返済所要額を、繰上返済日前日までに当該住宅ローンの返済指

定口座に入金するものとします。一部繰上返済により増額返済部分等の未払利息がある場合には、繰上

返済日に支払うものとします。残高不足等の理由により引き落としできない場合は、当該返済依頼はな

かったものとして取扱います。 

(6)この条項に定めのない事項については、ローン契約時にお差し入れいただいた金銭消費貸借契約証書お

よびこれに付随する契約書等に従うものとします。 

２．依頼内容の変更・取消 

本利用規定の定めによる住宅ローン一部繰上返済サービスは、当行所定の時限以降は、当該依頼内容の取

消、変更はできないものとします。 

３．利用上の制限 

当行は、住宅ローン一部繰上返済サービスの対象商品、利用金額、利用回数、その他当行が必要と認める

事項について、利用上の制限を設けることができるものとします。  

  

第 11 条 定期預金サービス 

１．サービスの内容 

(1)定期預金サービスとは、お客さまからのインターネットバンキングによる依頼に基づく、「定期預金預入

サービス」、「定期預金解約サービス」、「定期預金満期解約予約サービス」をいいます。 

(2)取扱可能な定期預金の種類・金額等は、当行所定のものに限ります。 

(3)定期預金サービスは、モバイルバンキングサービスでは取引できません。 

２．定期預金預入サービス  

(1)定期預金預入サービスとは、支払指定口座からお客さまが指定した金額を引落しのうえ、お客さまが事

前に届出た定期預金サービス指定口座に預入するサービスをいいます。 

(2)定期預金へ預入する場合の適用利率は、預入日の当行所定の利率とします。 

３．定期預金解約サービス 

定期預金解約サービスとは、定期預金サービス指定口座に預入された定期預金をお客さまの依頼に基づ

き、当行所定の方法で払戻処理を行ない、その元利金をお客さまが指定した支払指定口座に振替入金する

サービスをいいます。 

４．定期預金満期解約予約サービス 



定期預金満期解約予約サービスとは、定期預金サービス指定口座に預入された定期預金の満期解約予約を

行なうサービスをいいます。 

  

第 12 条 届出事項の変更等 

１．届出事項の変更等 

預金口座および本サービスに関する印章・氏名・住所・電話番号・電子メールアドレス・その他の届出事

項に変更があったときには、当行の定める方法（本規定・各種預金規定およびその他の取引規定で定める

方法を含みます。）により直ちに当行に届出てください。  

２．届出の効力 

変更の届出は当行の変更処理が終了した後に有効となります。変更処理終了前に生じた損害等について

は、当行は責任を負いません。 

３．未着の場合の取扱い 

前項に定める届出事項の変更の届出がなかったために、当行からの送信・通知または当行が送付する書類

電子メールなどが延着し、または到着しなかった場合には、通常到着すべき時に到着したものとみなしま

す。  

 

第 13 条 パスワードの紛失・盗難など 

１．パスワード等が第三者に知られた場合、またはそのおそれがある場合（パスワードなどを記載した「登録

内容のお知らせ」を紛失した場合等、機器の盗難・遺失などの場合を含みます。）、お客さまは当行所定の

時間内に電話等により当行に届出てください。届出の受付により当行は本サービスの利用を停止します。 

２．パスワードの紛失・盗難等により、前項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

本サービスの利用を再開するときは、当行に連絡のうえ所定の手続をとってください。 

  

第 14 条 免責事項等 

１．次の場合において本サービスの取扱いに遅延・不能等があっても、これによって生じた損害については、

当行は責任を負いません。 

(1)システムの変更・災害等の不可抗力・裁判所等公的機関の措置、その他やむをえない事由があったとき  

(2)当行および金融機関の共同システムの運営体が相当のシステム安全対策（当行所定のセキュリティ手段

を含みます。）を講じていたにもかかわらず、システム・ 端末機または通信回線等の障害が生じたとき 

(3)当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき 

２．本サービスにおいて当行が所定の確認手続により送信者をお客さまとみなして取扱いを行った場合は、ソ

フトウェア・端末・パスワード等につき偽造・変造・ 盗用または不正使用、その他の事故があっても、そ

のために生じた損害については、当行は責任を負いません。 

３．お客さまは本サービスの利用にあたり、お客さま自身が占有・管理するパソコン等の端末を使用し、自己

の責任と負担において端末が正常に稼動する環境を確保してください。当行はこの規定により端末が正常

に稼動することを保証するものではありません。端末が正常に稼動しなかったことにより取引が成立し 

ない場合、または成立した場合、それにより生じた損害については、当行は責任を負いません。 

４．お客さまはマニュアル・パンフレット・ホームページ等に記載されている通信の安全性のために採用して



いる当行所定のセキュリティ手段、盗聴等の不正利用についての対策、および本人確認手続について理解

し、リスクが存在することを認知したうえで本サービスの利用を行うものとし、これらの処置にもかかわ

らず盗聴等の不正利用によりお客さまに損害が生じても当行は責任を負いません。 

５．お客さまが当行に対する届出事項の変更を怠ったことにより生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。  

  

第 15 条 不正引出被害の対応について 

１．盗取された暗証番号等を用いて行われた本サービスによる不正な払戻し（以下 「当該払戻し」といいま

す。）については、次の各号のすべてに該当する場合、お客さまは当行に対して当該取引にかかる払戻し

の額およびこれにかかる手数料・利息に相当する金額の補てんを請求することができるものとします｡ 

(1)不正使用に気づいてからすみやかに、当行への通知が行われていること 

(2)当行の調査に対し、お客さまより十分な説明が行われていること 

(3)当行に対し、警察署に被害届けを提出していることその他の盗難にあったことが推測される事実を確認

できるものを示していること 

２．前項の請求がなされた場合、当該払戻しがお客さまの故意による場合を除き、当行は、当行への通知が行

われた日の 30 日（ただし、当行に通知することができなかったやむを得ない事情があることをお客さま

が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以降になされた

払 戻しの額およびこれにかかる手数料・利息に相当する金額（以下「補てん対象額」といいます。）を前

条本文にかかわらず補てんするものとします｡ 

ただし、当該払戻しが行われたことについて、当行が善意無過失であることおよびお客さまに過失または

重過失があることを当行が証明した場合には､当行は補てん対象額の一部または全部を補てんしない場合

があります。 

３．前２項の規定は、１項にかかる当行への通知が、暗証番号等の盗取が行われた日（当該盗取が行われた日

が明らかでないときは、当該払戻しが最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合に

は、適用されないものとします。 

４．前記２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証明した場合には、当行は補てんし

ません。 

(1)当該払戻しが行われたことについて当行が善意無過失であり、かつ、次のいずれかに該当すること 

①お客さまの配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、または、家事使用人によって行わ

れたこと  

②お客さまが、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事項について偽りの説明を行った

こと  

(2)暗証番号等の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行われた

こと  

５．当行が当該預金について、お客さまに払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限度におい

て、１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、お客さまが当該払戻しを受けた者

その他の第三者から損害賠償または不当利益返還を受けた場合も、その受けた限度において同様とします。  

６．当行が前記２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度において、当該



預金にかかわる払戻請求権は消滅します。 

７．当行が前記２項の規定により補てんを行ったときは、当行は、当該補てんを行った金額の限度において、

当該払戻しを受けた者、その他第三者に対してお客さまが有する損害賠償請求権または不当利得返還請求

権を取得するものとします。  

  

第 16 条 海外からのご利用について 

本サービスは原則として日本国内からの利用に限るものとします。お客さまが本サービスを海外から利用す

る場合には、各国の法令、事情、その他の理由により、本サービスの全部または一部をご利用できない場合

があります。  

  

第 17 条 解約等 

１．解約 

本サービスは、当行またはお客さまの一方の都合でいつでも解約することができるものとします。 

２．お客さまによる解約 

(1)お客さまによる解約の場合は、当行所定の書面を提出し手続きをとるものとします。なお、解約の届出

は当行の解約手続が終了した後に有効となります。解約手続終了前に生じた損害については、当行は責

任を負いません。  

(2)前記の規定にかかわらず、本サービスによる取引で未処理のものが残っている等、当行が必要と認めた

場合については、即時に解約できない場合があります。 

３．当行からの解約 

(1)当行の都合により本サービスを解約する場合は、お客さまの届出住所宛に解約の通知を行います。 

(2)当行が解約の通知を届出住所にあてて発信し、その通知が延着または到着しなかった（受領拒否の場合

も含みます。）場合は、通常到着すべき時に到着したものとみなします。 

(3)お客さまに以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行はいつでもお客さまに通知することなくサ

ービスの全部または一部を中止または解約することができるものとします。 

①支払停止、破産もしくは民事再生手続開始の申立があったとき 

②手形交換所の取引停止処分を受けたとき 

③住所変更の届出を怠るなどのお客さまの責に帰すべき事由によって、当行においてお客さまの所在が不

明となったとき 

④当行に支払うべき所定の手数料等の未払いが生じたとき 

⑤１年以上にわたり本サービスの利用がないとき 

⑥相続の開始があったとき 

⑦お客さまが本邦の居住者でなくなったとき 

⑧不正に本サービスを利用する等、サービスの中止を必要とする相当の事由が発生したとき 

⑨反社会的勢力であることが判明したとき 

〔1〕お客さまが暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、

暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準

ずる者（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当することが判



明した場合 

Ａ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもっ

てするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること  

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認めら

れる関係を有すること 

Ｅ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有

すること 

〔2〕お客さまが、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにでも該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業務を妨害

する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

⑩その他お客さまが本規定に違反したとき 

４．代表口座の解約 

代表口座の解約、またはお客さまの都合で代表口座を変更する場合は、本サービスは解約の扱いとさせて

いただきますので、直ちに書面により解約の届出をしてください。  

  

第 18 条 サービスの内容・規定等の変更 

１．サービスの追加 

本サービスに今後追加するサービスについては、お客さまは新たな申込なしに利用できるものとします。  

ただし、当行が指定する一部のサービスについてはこの限りではありません｡サービス追加時には本規定

を追加・変更する場合があります。 

２．サービスの休止 

当行は、システムの維持・安全性の維持、その他必要な事由がある場合は､本サービスを休止することが

できるものとし、休止時期、期間および内容については当行のホームページその他の方法により通知しま

す。 

３．サービスの廃止 

本サービスの全部または一部について、当行はお客さまに事前に通知することなく廃止することができる

ものとします。サービスの一部を廃止する場合、本規定を変更することがあります。 

４．規定の変更 

  当行は、法令の変更、金融情勢の変化その他相当の事由必要がある場合には、本規定および利用方法（当

行の所定事項を含みます。）を変更することができるものとします。この場合、当行は変更内容をホ－ム

ペ－ジへの掲示、その他当行の定める方法により公表するものとし、公表の際に定める相当の期間を経過

した変更日以降は、変更後の規定により取扱うものとしますので、本サービスを利用する際には変更後の



利用規定を確認のうえご利用ください。規定の変更が行われた後にお客さまが本サービスを利用した場合

には、変更後の規定を承認したものとみなします。 

  

第 19 条 サービスの利用期間 

本サービスの利用期間は、当初申込日から１年間とし、お客さままたは当行から特に申し出がない限り、期

間満了の日の翌日から更に１年間継続されるものとし継続後も同様とします。 

  

第 20 条 譲渡、質入等の禁止 

本サービスの利用にかかるお客さまの権利および預金等は譲渡・質入することはできません。 

  

第 21 条 関連規定の適用・準用 

１．本規定に定めのない事項については当行の各種預金規定、振込規定、キャッシュカード規定、各種カード

ローン規定等により取扱います。これらの規定と本規定との間で取扱が異なる場合、本サービスに関して

は本規定が優先的に適用されるものとします。 

２．本条に定める各規定は、当行本支店窓口に備付けております。ご遠慮なくお申し出ください。 

  

第 22 条 準拠法・合意管轄 

本契約の契約準拠法は日本法とします。本サービスに関する訴訟については当行本店または代表口座開設店

の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。 

  

第 23 条 電子決済等代行業者が提供するサービス機能の利用について 

１．第 3 条第 2 項第 1 号にかかわらず、お客さまは、当行が契約を締結している先として公表する電子決済

等代行業者（以下「利用可能サービス業者」といいます。）のサービスを自己の判断により利用する場合

に限り、ログイン ID 及びログインパスワードを利用可能サービス業者に提供することができるものとし

ます。 

  但し、ログイン ID 及びログインパスワード以外の本人認証の情報については、利用可能サービス業者に

対しても提供しないものとします。 

２．利用可能サービス業者のサービスの利用はお客さまの判断により行うものとし、その信頼性や正確性等に

ついて当行は責任を負いません。 

３．お客さまのログイン ID 及びログインパスワードによるログインがあった場合、当行は、お客さま自身が

利用可能サービス業者にログイン ID 及びログインパスワードを提供したものであるか、利用可能サービ

ス業者がお客さまに代わって操作を行う正当な権限を有するか等を確認することなく、お客さまご本人か

らの操作とみなします。 

４．当行は、当行の判断により、随時利用可能サービス業者から特定の事業者を除外することができるものと

し、当行ウェブサイト等で公表します。その場合、当該電子決済等代行業者にログイン ID 及びログイン

パスワードを提供していたお客さまは速やかにログインパスワードを変更するものとします。 

５．お客さまがログイン ID 及びログインパスワードを提供していた電子決済等代行業者のサービスの利用を

取りやめる場合は、お客さまの責任において、当該サービスの解約及びログインパスワードの変更を行う



ものとします。 

６．第 13 条にかかわらず、お客さまが利用可能サービス業者に提供したログイン ID 及びパスワードを用い

た不正アクセスによる被害全般については当行による補償の対象にはならないものとし、お客さまは利用

可能サービス業者から補償を受けるものとします。 

 以 上 

令和 2 年 5 月 18 日現在 



さぎん法人インターネットバンキングサービス利用規定 

 

 

第１条 さぎん法人インターネットバンキングサービス 

１．さぎん法人インターネットバンキングサービス 

「さぎん法人インターネットバンキングサービス」(以下「本サービス」といいます。)とは、佐賀銀行(以

下「当行」といいます。)に対し書面による所定の手続を完了したご利用者(以下「お客さま」といいます。)

が、自ら占有・管理するパーソナルコンピュータ等の端末機器(以下「端末」といいます。)により、イン

ターネットを利用して、振込振替取引、照会取引、データ伝送サービスおよび料金等払込みサービス「Ｐ

ａｙ－ｅａｓｙ(ペイジー)」を行うことができるサービスをいいます。 

２．利用時間 

本サービスの利用時間は、当行所定の時間内とします。利用時間は利用するサービスにより異なる場合が

あります。また、当行はお客さまに事前に通知する ことなく利用時間を変更することができるものとし

ます。 

３．取扱手数料 

（１）本サービスのご利用にあたり、お客さまは、当行所定の月額基本手数料を当行へ支払うものとします。 

（２）本サービスを利用して、振込振替取引、総合振込、給与振込、住民税納付を行われた場合、お客さまは、

当行所定の振込手数料、給与振込手数料、住民税納 付代行手数料を当行へ支払うものとします。 

（３）各種取扱手数料は、普通預金規定、当座勘定規定にかかわらず、預金通帳、払戻請求書または当座小切

手の提出なしに、本サービスの申込代表口座またはサービス指定口座から、当行所定の時期に、当行所

定の方法により引落します。 

（４）当行は、本サービスにかかる各種取扱手数料を、お客さまに事前に通知することなく、新設、改定でき

るものとします。 

４．取引限度額の設定 

「１日あたりの支払限度額」の上限は、当行の定める範囲でお客さまが所定の方法により指定するものと

します。なお、当行はお客さまに事前に通知することなく上限金額を変更することがあります。取引の限

度額をこえる取引はできません。 

 

第２条 利用申込  

１．サービス利用対象者 

本サービスは当行が申込みを承諾した法人・法人格のない団体、または個人事業主を対象とします。お客

さまは本規定の内容を十分に理解したうえで、自らの判断と責任において本サービスを利用するものとし

ます。 

２．申込手続 

（１）お客さまは、本サービスの利用の申込みに際して、当行所定の方法により、お客さまの「照会用暗証番

号」、「振込振替暗証番号」(以下総称して「暗証番号」といいます。)その他必要な事項を届出るものと

します。 

（２）当行はお客さまから提出を受けた本サービスの申込書にもとづいて、利用のための登録手続を行い、利



用開始時期を「利用開始のお知らせ」により通知します。 

３．サービス利用口座の登録 

本サービスを利用できる口座は、お客さまが本サービスの申込書により届出た次の登録口座とします。 

（１）申込代表口座 

取引照会および基本手数料・振込振替資金等の引落し口座で、名義が同一の当行所定の預金種類の口座 

（２）サービス指定口座 

取引照会および振込振替資金等の引落し口座で名義が同一の当行所定の預金種類の口座 

（３）資金決済口座 

  データ伝送サービスに係る振込資金の引落し口座、および口座振替資金の入金口座で、申込代表口座とし

ます。 

４．印鑑照合など 

（１）お客さまが申込書に押印した印影を申込代表口座およびサービス指定口座の届出印鑑と相当の注意をも

って照合し、相違ないものと認めて取扱いを行った場合は、申込書につき、偽造、変造、盗用その他の事

故があっても、そのために生じた損害については、当行は責任を負いません。 

（２）本サービスの申込内容に変更がある場合は、申込代表口座の届出印により新たに申込書を提出してくだ

さい。(ただし、申込代表口座の変更はできません。)この場合も相当の注意をもって印鑑を照合し、相違

ないものと認めて取扱いを行った場合は、申込書につき偽造、変造、盗用その他の事故があっても、そ

のために生じた損害については、当行は責任を負いません。 

 

第３条 本人の確認 

１．本人の確認 

（１）本サービスをご利用いただく際の本人確認は「電子証明書」方式および「ログインＩＤ・パスワード」

方式により行います。 

①「電子証明書」方式  

電子証明書およびログインパスワードによりお客さまご本人であることを確認する方法  

②「ログインＩＤ・パスワード」方式 

ログインＩＤおよびログインパスワードによりお客さまご本人であることを確認する方法 

（２）本サービス利用にあたって、特別の事情がない限り「電子証明書」方式によるものとします。 

（３）「電子証明書」方式および「ログインＩＤ・パスワード」方式いずれの場合も、お客さまは初回利用時に

当行所定の方法により申込代表口座・照会用暗証番号を当行に送信するものとします。当行が受信した

申込代表口座・照会用暗証 番号と予め当行に書面で届出た申込代表口座・照会用暗証番号の一致を当行

が確認した場合、当行は送信者をお客さま本人とみなし、お客さまにログインＩＤ、ログインパスワー

ドおよび確認用パスワード(以下「パスワード」といいます。)を登録していただきます。なお、お客さま

が本サービスの利用を開始した後は端末の利用画面よりパスワードを随時変更することができます。 

（４）「電子証明書」方式では当行が発行する電子証明書を当行所定の方法により、 お客さまの端末にインス

トールしていただきます。(インストールの際、前項のログインＩＤが必要になります。なお、「電子証明

書」方式の場合、ログインＩD は電子証明書のインストールのためにのみ使用されます。) 

① 電子証明書は当行所定の期間(以下「有効期間」といいます。)に限り有効です。お客さまは有効期間が満



了する前に当行所定の方法により電子証明書の更新を行うものとします。なお、当行はお客さまに事前に

告知することなく、この電子証明書のバージョンを変更する場合があります。 

② 本契約が解約された場合、電子証明書は無効になります。 

（５）お客さまは取引において電子証明書(「電子証明書」方式の場合)およびログインＩＤ・パスワード等を

端末より当行へ送信するものとします。当行は送信された内容と当行に登録された内容の一致を確認し

た場合、次の事項を確認したものとして取扱います。 

① お客さまの有効な意思による申込みであること 

② 当行が受信した依頼内容が真正なものであること 

当行が本規定(当行所定事項に定める事項を含みます。)にしたがって本人を確認し、依頼された取引が

成立した場合、パスワードおよび暗証番号等について不正使用・その他の事故があっても当行は当該依

頼をお客さまの意思にもとづく有効なものとして取扱い、また、そのために生じた損害について当行は

責任を負いません。パスワードおよび暗証番号等はお客さまが厳重に管理し、その内容の第三者への漏

洩・紛失・盗難について十分注意してください。 

（６）本人確認に使用するパスワードおよび暗証番号・その他の本人確認の規格・設定数・設定方法は当行が

定めるものとし、当行が必要とする場合、お客さまの承諾なしにこれらを変更する事ができるものとし

ます。変更する場合は書面により通知します。 

２．パスワードおよび暗証番号の管理 

（１）パスワードおよび暗証番号は重要な情報です。お客さまがパスワードおよび暗証番号を指定する場合は、

当行指定の文字数を指定してください。また、パスワードおよび暗証番号の指定にあたっては、生年月

日や電話番号等、第三者から推測可能な番号の指定は避けるとともに、お客さまの責任において第三者

に知られないよう厳重に管理してください。なお、当行はパスワードおよび暗証番号の照会に対して回

答は行いません。また、当行行員がパスワード および暗証番号をお尋ねしたりすることはありません。 

（２）パスワードおよび暗証番号を失念したり、他人に知られたような場合は、すみやかに取引店まで届け出

てください。また、安全性を高めるため、お客さまご本人でパスワードを定期的に変更してください。

なお、当行への届出前に生じた損害については、当行は責任を負いません。 

（３）お客さまがパスワードおよび暗証番号の入力を当行所定の回数連続して誤った場合は、当行は本サービ

スの取扱いを中止することができるものとします。 

３．電子メール 

（１）サービスご利用登録時に、インターネットを介して電子メールアドレスの登録を行ってください。 

（２）当行は振込振替受付結果やその他の告知を届出の電子メールアドレスに送信します。 

（３）届出の電子メールアドレスを変更する場合にはインターネット上で再登録を行ってください。 

（4） 当行が届出の電子メールアドレスに送信したうえは、通信障害その他の理由による未着・延着が発生し

たときでも通常到達すべき時に到達したものとみなし、それによって生じた損害について、当行は責任

を負いません。 

（5）お客さまが届け出た電子メールアドレスがお客さまの責めによりお客さま以外のアドレスになっていた

としても、それによって生じた損害について、当行は責任を負いません。  

 

第４条 メール通知パスワードサービス 



１．サービスの内容 

メール通知パスワードサービスとは、本サービスをご利用のお客さまが以下の特定の取引・操作を行う際

に、お客さまの電子メールアドレス宛てに送信する追加のパスワードを利用して厳格な本人確認を行う機

能です。 

(特定の取引)  

①都度指定方式による振込振替取引 ②データ伝送サービス(総合振込、給与振込) ③ペイジー収納サー

ビス(民間収納機関が対象) ④利用者管理業務 

２．対象者 

本サービスをご利用の全てのお客さまが対象となります。 

３．利用方法 

（１）お客さまが本サービスへログインすると、メール通知パスワードサービスの初回登録画面が自動的に表

示され、お客さまは画面の指示に従って、追加のパスワードを受け取るための電子メールアドレスを登

録します。(初回登録時のみ) 

（２）その後は、お客さまがメール通知パスワードサービスの対象となる特定の取引や操作を行うと、登録し

た電子メールアドレス宛てに追加のパスワードが記載された電子メールが送信されるので、お客さまは

サービス画面上の所定の 場所にこれを入力して取引を完了します。 

４．パスワード相違によるサービス停止    

メール通知パスワードサービスで通知された追加のパスワードとは異なるパスワードを、当行所定の回数

を超えて間違えて入力すると、サービスを強制終了します。但し、サービスの停止は行いませんので、再

度ログインしてサービスの利用を再開できます。 

  

第５条 取引の依頼 

１．取引の依頼方法 

   本サービスにおける取引の依頼は電子証明書・パスワード・暗証番号および取引に必要な事項をお客さま

が自己の端末を使用して当行に伝送して行うものとします。 

２． 依頼内容の確定 

（１）当行が取引の依頼を受付けた場合、お客さまの端末画面上に依頼内容確認画面を表示しますので、その

内容が正しい場合には、当行の指定する方法で確認した旨を当行に伝送してください。当行が伝送され

た内容を確認した時点で当該取引の依頼が確定したものとして受付完了確認画面を表示し、当行が定め

た方法で各取引の手続を行います。また、当行から商品サービス内容のご提供、その他の情報提供を行

うことがあります。 

（２）取引の依頼事項は当行において電磁的記録等により相当期間保存します。お客さまと当行の間で取引内

容について疑義が生じた場合には、当行が保存する電磁的記録等の記録内容を正当なものとします。 

 

第６条 振込振替取引 

１． 内容 

（１）振込振替取引とはお客さまからの端末による依頼にもとづき、申込代表口座またはサービス指定口座(以

下双方を「支払指定口座」といいます。)から指定金額を引落しのうえ、振込振替口座へ入金する取引を



いいます。振込先として指定できる取扱店は、当行の本支店及び「全国銀行デ―タ通信システム」に加

盟している金融機関の国内本支店とします。 

（２）振込振替口座の指定には、次の方式があります。 

①「事前登録方式」…あらかじめお客さまが指定した振込振替口座へ入金する方法 

②「都度指定方式」…お客さまが利用の都度振込振替口座を指定する方法 

なお、「電子証明書」による本人確認をご選択の場合に限り、申込により「都度指定

方式」による当日(即時)振込をご利用いただけます。 

（３）事前登録方式・都度指定方式は、翌営業日以降の振込日付を指定する振込振替(以下「振込振替予約」と

いいます。)ができます。 

なお、振込振替予約は、当行所定の範囲で振込指定日を指定する事ができます。また、振込指定日の範

囲はお客さまに事前に通知することなく変更する場合があります。 

（４）振込振替口座への入金は次により取扱います。 

① 振込振替口座が支払指定口座と同一本支店にある場合でその名義が同一の場合は、「振替」として取扱い

ます。 

② 振込振替口座が支払指定口座と異なる本支店にある場合、または他の金融機関の本支店にある場合、も

しくは振込振替口座が支払指定口座と異なる名義の場合は、「振込」として取扱います。なお、振込の取

引については、当行所定の振込手数料をいただきます。 

２． 受付事項の処理 

（１）受付を完了した振込振替の依頼内容は、原則として受付日当日に処理を行います。ただし、振込振替予

約につきましては、振込日前日に処理を行います。  

（２）振込振替予約で振込振替口座が複数ある場合は、支払指定口座の残高に応じて、当行所定の方法により

処理します。 

３．取引の成立 

（１）取引依頼の確定時(ただし、振込振替予約の場合には、処理指定日の当行所定の時刻)に、振込振替資金、

振込手数料等を当行の普通預金規定、当座勘定規定にかかわらず、預金通帳・払戻請求書または当座小

切手の提出なしに支払指定口座から自動的に引落します。 

（２）振込振替契約は振込振替資金を当行が引落した時に成立するものとします。 

（３）振込振替契約が成立した場合、当行は依頼内容にもとづいて振込通知を発信し、または振替の処理を行

います。 

（４）次のいずれかに該当する場合、振込振替サービスによる振込または振替の取引はできません。 

① 停電・故障等により取り扱いできない場合 

② 申込内容にもとづく払込金額に当行所定の振込手数料を加えた金額が、手続時点においてお客さまの口

座より払い戻すことのできる金額(当座貸 越契約があるときは貸越可能残高を含みます。)を超える場合 

③ １日あたりの利用金額が、当行の定めた範囲を超える場合 

④ お客さまの口座が解約済みの場合 

⑤ お客さまの口座に関して支払停止の届出があり、それにもとづき当行が所定の手続を行った場合 

⑥ 差押等やむをえない事情があり、当行が不適当と認めた場合 

⑦ 当行所定の回数を超えてパスワードおよび暗証番号を誤ってお客さまの端末に入力した場合 



⑧ その他当行が必要と認めた場合 

（５）振込振替取引の完了後は、すみやかに預金通帳への記入、または端末からの照会等により取引内容を照

合してください。万一、取引内容、残高の内容に不明な点がある場合は直ちに取引店へ連絡してくださ

い。  

４．振込振替予約における振込振替資金の引落不能時の取扱い 

振込振替予約において、処理指定日の当行所定の時刻に振込振替資金の引落しができないときは、その依

頼がなかったものとして、振込または振替の取引はしません。この場合、当行はお客さまに対し振込振替

資金の引落し不能の旨の通知は行いません。 

５．依頼内容の取消 

  振込振替予約の取消については、振込振替指定日の前営業日の当行所定の時間までに行う場合に限り、お

客さまは端末を用いて所定の方法により取消を行うことができます。 

６．依頼内容の組戻し、または振込内容の変更 

（１）当行がお客さまから振込を受付けた後、お客さまが当該振込の組戻しまたは変更を依頼する場合は、申

込口座のある当行本支店にて当行所定の方法により取扱います。 

（２）当行は、お客さまからの依頼内容にもとづき、組戻し依頼または振込内容の変更依頼の発信処理を振込

先の金融機関に行います。 

（３）組戻し依頼、または振込内容の変更を受付けた場合でも、振込資金が入金済みの場合等で組戻し、また

は振込内容の変更ができないことがあります。この場合は受取人との間で協議してください。 

（４）「組戻し」、または「振込内容の変更」の取扱いを行った場合は、当行所定の組戻手数料、または振込変

更手数料をいただきます。 

  

第７条 照会取引 

１．内容 

   照会取引とは、お客さまからの端末による照会依頼にもとづき、支払指定口座について、残高照会、入出

金明細などの取引内容の提供を受けることができる取引をいいます。 

２．照会可能期間 

   照会取引では、当行が定める期間内の取引内容を回答します。ただし、当行はこの期間をお客さまに事前

に通知することなく変更することができるものとします。 

３．回答内容の取消・訂正 

   照会取引において当行が回答した内容は残高等を証明するものではありません。したがって、照会口座宛

の振込金について取消・訂正等があった場合、その他の理由により当行が回答した内容が変更される場合

があります。当行は、このような取消・訂正等によりお客さまに生じた損害については、一切責任を負い

ません。 

  

第 8 条 データ伝送サービス  

１．総合振込サービス 

（１）取引店と預金種目 

     当行の受託する取扱店の範囲は、当行の本支店及び「全国銀行デ―タ通信システム」に加盟している金



融機関の国内本支店とし、振込を指定できる預金種目は普通預金または当座預金とします。 

（２）振込指定口座の確認 

     振込のご利用にあたっては、事前に受取人あて振込先銀行、支店名、預金種目、口座番号・受取人カナ

氏名を照会し確認を行ってください。 

（３）振込依頼 

① 振込のご依頼は、当行所定の日時までに行ってください。 

② 振込契約は、当行が振込依頼を承諾し、振込資金を受領した時に成立するものとします。 

③ 振込データの送信後においては、依頼内容の取消または変更は行わないものとします。なお、振込を取

消す場合は、後記７に規定する「振込の組戻し」により取扱うものとします。 

（４）資金決済等 

① 振込資金および振込手数料を振込指定日の前営業日までに指定の資金決済口座(以下「決済口座」といい

ます。)に入金してください。 

② 振込資金、振込手数料等は当行の普通預金規定、当座勘定規定にかかわらず、預金通帳・払戻請求書ま

たは当座小切手の提出なしに決済口座から自動的に引落します。 

  ③ 振込資金の引落しができない場合は、当行は次項の振込処理は行いません。 

（５）振込処理  

① 当行は、送信された振込データにもとづき振込指定日に振込処理を行います。 

② 当行は、振込受取人に対して入金通知は行いません。 

２．給与振込・賞与振込サービス 

（１）取扱店と預金種目 

   給与受給者の指定できる取扱店の範囲は、当行の本支店及び「全国銀行デ―タ通信システム」に加盟し

ている金融機関の国内本支店とし、振込を指定できる預金種目は普通預金とします。 

（２）給与振込等は、役員・従業員(以下、「受給者」といいます。)に対する報酬・給 与・賞与(以下、「給与」

といいます。)の振込に限ります。 

（３）振込指定口座の確認 

   給与の振込を行う受給者については、事前に指定口座番号の確認を行ってください。 

（４）振込依頼 

① 給与の振込指定日は、当行の営業日とし、お客さまが指定するものとします。 

② 給与振込のご依頼は、当行所定の日時までに行ってください。 

③ 振込契約は、当行が振込依頼を承諾し、振込資金を受領した時に成立するものとします。  

④ 振込データの送信後においては、依頼内容の取消または変更は行わないものとします。なお、振込を取

消す場合は、後記７に規定する「振込の組戻し」により取扱うものとします。 

(５) 資金決済等 

① 振込資金および給与振込手数料を振込指定日の前営業日までに指定の決済口座に入金してください。 

② 振込資金および給与振込手数料は、当行の普通預金規定、当座勘定規定にかかわらず、預金通帳、払戻

請求書または当座小切手の提出なしに、当行所定の時期に、当行所定の方法により、決済口座を通じて

引落します。 

③ 振込資金の引落しができない場合は、当行は次項の振込処理を行いません。 



(６) 振込処理 

① 当行は、送信された振込データにもとづき、振込指定日に振込処理を行います。 

② 当行は、受給者に対して給与振込についての通知は行いません。 

(７) 支払開始時期 

    受給者に対する給与振込金の支払開始時期は、振込指定日の１０時からとします。なお、本項は、２．給

与・賞与振込サービス｢(5)資金決済等｣①、②項のとおり、入金時限までに振込資金の入金がある場合の

み該当します。 

３．口座振替サービス  

   別途契約によります。 

４．Ｑネット代金回収サービス 

別途契約によります。 

５．その他収納代行サービス 

   別途契約によります。 

６．住民税納付代行サービス 

（１）納付指定日 

   納付指定日は、毎月１０日(休日の場合は翌営業日)とします。 

（２）納付依頼 

① 納付の依頼は、納付指定日の５営業日前午後４時までに納付データの送信により行ってください。 

② 納付データ送信後においては、その取消または変更は行わないものとします。 

③ 納付資金と取扱手数料を納付日の当行所定の日までに指定の決済口座に入金してください。 

④ 納付資金、取扱手数料は、当行の普通預金規定、当座勘定規定、納税準備預金規定にかかわらず、預金

通帳、払戻請求書または当座小切手の提出なしに、決済口座から自動的に引落します。 

⑤ 納付資金の引落しができない場合は、当行は次項の納付処理を行いません。 

（３）納付処理 

   当行は、送信された納付データにもとづき納付指定日に納付処理を行います。 

７．振込の組戻し・振込内容の変更 

（１）当行がお客さまから振込を受付けた後、お客さまが当該振込の組戻しまたは変更を依頼する場合は、申

込代表口座のある当行本支店にて当行所定の方法により取扱います。 

（２）当行は、お客さまからの依頼内容にもとづき、組戻し依頼または振込内容の変更依頼の発信処理を振込

先の金融機関に行います。 

（３）組戻し依頼を受付けた場合でも、振込資金が入金済みの場合等で組戻しができないことがあります。こ

の場合は受取人との間で協議してください。 

（４）「組戻し」、または「振込内容の変更」の取扱いを行った場合は、当行所定の組戻手数料、または振込変

更手数料をいただきます。 

  

第９条 料金等払込みサービス「Ｐａｙ－ｅａｓｙ(ペイジー)」 

１．内容 

   料金等払込みサービス「Ｐａｙ－ｅａｓｙ(ペイジー)」(以下「料金等払込み」といいます。)とは、当行所



定の収納機関に対し払込資金を支払指定口座から引落し、税金、手数料、料金等(以下「料金等」といいま

す。)の払込みを行う取扱いをいいます。 

２．次の場合には、料金等払込みを行うことができません。 

（１） 停電、故障等により取り扱いできない場合  

（２） 申込内容にもとづく払込金額に当行所定の利用手数料を加えた金額が、手続時点においてお客さまの

口座より払い戻すことができる金額(当座貸越契約があるときは貸越可能残高を含みます。)を超える

場合 

（３） １日あたりの利用金額が、当行の定めた範囲を超える場合 

（４） お客さまの口座が解約済みの場合 

（５） お客さまの口座に関して支払停止の届出があり、それにもとづき当行が所定の手続を行った場合 

（６） 差押等やむをえない事情があり当行が不適当と認めた場合 

（７） 収納機関から納付情報または請求情報についての所定の確認ができない場合 

（８） 当行所定の回数を超えてパスワードを誤ってお客さまの端末に入力した場合 

（９） その他当行が必要と認めた場合 

３．料金等払込みにかかる契約は、払込資金を支払指定口座から引落した時に成立するものとします。 

４．料金等払込みにかかる契約が成立した後は、料金等払込みの申込みを撤回することができません。 

５．当行は、料金等払込みにかかる領収書(領収証書)を発行いたしません。収納機関の納付情報または請求情

報の内容・収納機関での収納手続きの結果等、その他収納等に関する照会については、収納機関に直接お

問い合わせください。 

６．収納機関の連絡により、料金等払込みが取り消されることがあります。 

７．料金等払込みにかかるサービスの利用にあたっては当行所定の利用手数料を支払っていただくことがあり

ます。 

８．前号の利用手数料は、お客さまの指定する口座から、普通預金規定、当座勘定規定にかかわらず、預金通

帳・払戻請求書または当座小切手の提出なしに、支払指定口座から自動的に引落します。 

  

第１０条 届出事項の変更等(電子証明書を含む) 

１．届出事項の変更等 

預金口座および本サービスに関する印章、氏名、住所、電話番号・電子メールアドレス、その他の届出事

項に変更があったときは、当行の定める方法(本規定・各種預金規定およびその他の取引規定で定める方

法を含みます。)により直ちに当行に届出てください。 

２．届出の効力 

  変更の届出は当行の変更処理が終了した後に有効となります。変更処理終了前に生じた損害等については、

当行は責任を負いません。 

３．未着の場合の取扱い 

   前項に定める届出事項の変更の届出がなかったために、当行からの送信、通知または当行が送付する書類

や電子メールなどが延着し、または到着しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したものとみなし

ます。 

 



第１１条 パスワード・暗証番号の盗用・不正使用など 

１．パスワード・暗証番号が第三者に知られた場合、またはそのおそれがある場合(機器の盗難・遺失などの場

合を含みます。)、お客さまは当行所定の時間内に電話等により当行に届出てください。届出の受付により

当行は本サービスの利用を停止します。 

２．パスワード・暗証番号の盗用・不正使用により前項の届出の前に生じた損害について当行は責任を負いま

せん。本サービスの利用を再開するときは当行に連絡のうえ所定の手続をとってください。 

  

第１２条 免責事項等 

１．次の場合において本サービスの取扱いに遅延、不能、また、金融 EDI 情報の提供遅延、不達、漏えい、改

ざん等があっても、これによって生じた損害については、当行は責任を負いません。 

（１）システムの変更、災害等の不可抗力、裁判所等公的機関の措置、その他やむをえない事由があったとき 

（２）当行及び金融機関の共同システムの運営体が相当のシステム安全対策(当行所定のセキュリティ手段を

含みます。)を講じていたにもかかわらず、システム、端末または通信回線等の障害が生じたとき 

（３）当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき 

２．本サービスにおいて当行が所定の確認手続により送信者をお客さまとみなして取扱いを行った場合は、ソ

フトウェア、端末、パスワード、暗証番号等につき 偽造、変造、盗用または不正使用、その他の事故があ

っても、そのために生じた損害について当行は責任を負いません。お客さまはソフトウェア、端末、パス 

ワード、暗証番号等を第三者に不正使用されないよう厳重に管理してください。また、ソフトウェア・端

末・パスワード・暗証番号の異常によるエラー、盗難等の事故またはパスワード、暗証番号が漏洩したお

それがある場合には、当行所定の時間内に当行へ届出てください。 

３．お客さまは、本サービスの利用にあたりお客さま自身が占有、管理する端末を使用し、自己の責任と負担

において端末が正常に稼動する環境を確保してください。当行はこの規定により端末が正常に稼動するこ

とを保証するものではありません。端末が正常に稼動しなかったことにより取引が成立しない場合、また 

は成立した場合、それにより生じた損害については、当行は責任を負いません。 

４．お客さまはマニュアル・パンフレット・ホームページ等に記載されている通信の安全性のために採用して

いる当行所定のセキュリティ手段、盗聴等の不正利用についての対策、および本人確認手続について理解

し、リスクが存在することを認知したうえ本サービスの利用を行うものとし、これらの処置にもかかわら

ず盗聴等の不正利用によりお客さまに損害が生じても、当行は責任を負いません。 

５．お客さまが当行に対する届出事項の変更を怠ったことにより生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 

６．電子証明書 

   電子証明書をインストールした端末を譲渡・破棄する場合はお客さまが事前に当行所定の方法により電子

証明書の削除を行うものとします。お客さまがこの削除を行わなかった場合、電子証明書の不正使用その

他事故があっても、そのために生じた損害について当行は責任を負いません。端末の譲渡・破棄により新

しい端末を使用する場合は当行所定の方法により電子証明書を再インストールしてください。 

  

第１３条 不正引出被害の対応について 

１．盗取された暗証番号等を用いて行われた本サービスによる不正な払戻し(以下「当該払戻し」といいます。)



については、次の各号のすべてに該当する場合、お客さまは当行に対して、当行所定の補償限度額の範囲

内で当該取引にかかる払戻しの額およびこれにかかる手数料・利息に相当する金額の補てんを請求するこ

とができるものとします。 

（１）不正使用に気づいてからすみやかに、当行への通知が行われていること 

（２）当行の調査に対し、お客さまより十分な説明が行われていること 

（３）当行に対し、警察署に被害届けを提出していること、その他の盗難にあったことが推測される事実を確

認できるものを示していること 

２．前項の請求がなされた場合、当該払戻しがお客さまの故意による場合を除き、当行は、当行への通知が行

われた日 30 日(ただし、当行に通知することができなかったやむを得ない事情があることをお客さまが

証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。)前の日以降になされた 

払戻しの額およびこれにかかる手数料・利息に相当する金額(以下「補てん対象額」といいます。)を前条

本文にかかわらず補てんするものとします。 

   ただし、当該払戻しが行われたことについて、当行が善意無過失であることおよびお客さまに過失または

重過失があることを当行が証明した場合には、当行は補てん対象額の一部または全部を補てんしない場合

があります。 

３．前 2 項の規定は、1 項にかかる当行への通知が、暗証番号等の盗取が行われた日(当該盗取が行われた日

が明らかでないときは、当該払戻しが最初に行われた日。)から 2 年を経過する日後に行われた場合には、

適用されないものとします。 

４．2 項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証明した場合には、当行は補てんしませ

ん。 

（１）当該払戻しが行われたことについて当行が善意無過失であり、かつ、次のいずれかに該当すること 

① お客さま、またはお客さまの従業員等(お客さまから金銭的利益その他の利益を得ている方を含みます。

以下同様とします。)の故意による損害であること 

② お客さま、またはお客さまの従業員等が加担した不正による損害であること 

③ お客さまが、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事項について偽りの説明を行った

こと  

（2）暗証番号等の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じ、またはこれに付随して行われ

たこと  

５．2 項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証明した場合には、当行は補てん額を減

額します。 

① 銀行が導入しているセキュリティ機能を利用していないこと 

②「電子証明書方式」でサービスを利用できるパソコン環境であるにもかかわらず、「電子証明書方式」を

選択していないこと 

③ お客さまが、電子メールアドレスを登録していないこと。または登録されている電子メールアドレスが、

いわゆる「フリーメールアドレス」であること  

④ 当行が推奨するＯＳ（パソコン基本ソフト）、ブラウザ（インターネット閲覧ソフト）以外で本サービス

を使用していること 

⑤ ＯＳやブラウザ等、パソコンにインストールされている各種ソフトウェアが、製造・開発元が提供する



修正プログラムによって最新の状態に更新されていないこと  

⑥ ＯＳやブラウザ等、パソコンにインストールされている各種ソフトウェアを、製造・開発元のサポート

期限が終了した後も使用していること 

⑦ セキュリティ対策ソフトを最新の状態で稼動させていないこと 

⑧ 本人確認情報であるログインＩＤ、各種パスワード、暗証番号等が適切に管理されていないこと 

６．当行が当該預金について、お客さまに払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限度におい

て、1 項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、お客さまが当該払戻しを受けた者

その他の第三者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において同様とします。  

７．当行が 2 項の規定にもとづいて補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度において、当該預

金にかかる払戻請求権は消滅します。 

８．当行が 2 項の規定により補てんを行ったときは、当行は、当該補てんを行った金額の限度において、当該

払戻しを受けた者その他第三者に対してお客さまが有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を

取得するものとします。 

  

第１４条 海外からのご利用について 

本サービスは原則として日本国内からの利用に限るものとします。お客さまが本サービスを海外から利用す

る場合には、各国の法令、事情、その他の理由により、本サービスの全部または一部をご利用できない場合が

あります。  

  

第１５条 解約など 

１．解約 

  本サービスは、当行またはお客さまの一方の都合でいつでも解約することができるものとします。 

２．お客さまによる解約  

（１）お客さまによる解約の場合は当行所定の書面を提出するものとします。なお、解約の届出は当行の解約

手続が終了した後に有効となります。解約手続 終了前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 

（２）前記の規定にかかわらず、本サービスによる取引で未処理のものが残っている等、当行が必要と認めた

場合については、即時に解約できない場合があります。 

３． 当行からの解約 

（１）当行の都合により本サービスを解約する場合は、お客さまの届出住所宛に解約の通知を行います。 

（２）当行が解約の通知を届出住所にあてて発信し、その通知が延着または到着しなかった(受領拒否の場合

も含みます。)場合は、通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

（３）お客さまに以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行はいつでもお客さまに通知することなくサ

ービスの全部または一部を中止または解約することができるものとします。 

なお、この解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。また、この解約により当行

に損害が生じたときは、その損害額を支払ってください。 

  ① 支払停止または破産、民事再生手続開始、会社更正手続開始、会社整理開始もしくは特別清算開始その

他今後施行される倒産処理法にもとづく倒産手続開始の申立があったとき 



  ② 手形交換所の取引停止処分を受けたとき 

  ③ 住所変更の届出を怠るなどお客さまの責に帰すべき事由によって、当行においてお客さまの所在が不明

となったとき 

④ 当行に支払うべき所定の手数料等の未払いが生じたとき 

⑤１年以上にわたり本サービスの利用がないとき 

⑥ 相続の開始があったとき 

⑦ 解散・その他営業活動を休止したとき 

⑧ 不正にサービスを利用する等、サービスの中止を必要とする相当の事由が発生したとき 

⑨ 反社会的勢力であることが判明したとき 

 〔１〕お客さまが暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、

暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準

ずる者(以下これらを「暴力団員等」という。)に該当し、または次のいずれかに該当することが判明

した場合 

Ａ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってす

るなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる

関係を有すること 

Ｅ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する

こと 

〔２〕お客さまが、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにでも該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業務を妨害す

る行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

⑩ その他お客さまが本規定に違反したとき 

４．申込代表口座の解約 

申込代表口座の解約、またはお客さまの都合で申込代表口座を変更する場合は、本サービスは解約の扱い

とさせていただきますので、直ちに書面により解約の届出をしてください。 

５．本サービスが解約等により終了した場合には、お客さまは、解約日までに発生した本サービス利用に伴う

当行に対する手数料等の全額を、当行の指示に従い、一括して支払うものとします。なお、当行は、すで

に支払われた基本手数料等については、一切払戻しいたしません。 

  

第１６条 サービス内容・規定等の変更 

１．サービスの追加 



 本サービスに今後追加するサービスについて、お客さまは新たな申込みなしに利用できるものとします。 

ただし、当行が指定する一部のサービスについてはこの限りではありません。サービス追加時には本規定

を追加・変更する場合があります。 

２．サービスの休止 

   当行はシステムの維持、安全性の維持、その他必要な事由がある場合は、本サービスを休止することがで

きるものとし、休止時期、期間および内容については、当行のホームページその他の方法により通知しま

す。 

３．サービスの廃止 

   本サービスの全部または一部について、当行はお客さまに事前に通知することなく廃止することができる

ものとします。 

サービスの一部を廃止する場合、本規定を変更することがあります。 

４．規定の変更 

  当行は、法令の変更、金融情勢の変化その他相当の事由がある場合には、本規定および利用方法（当行の

所定事項を含みます。）を変更することができるものとします。この場合、当行は、変更内容をホ－ムペ

－ジへの掲示、その他当行の定める方法により公表するものとし、公表の際に定める相当の期間を経過し

た変更日以降は、変更後の規定により取扱うものとしますので、本サービスを利用する際には、変更後の

利用規定を確認のうえご利用ください。規定の変更が行われた後に、お客さまが本サービスを利用した場

合には、変更後の規定を承認したものとみなします。 

  

第１７条 サービスの利用期間 

 本サービスの利用期間は、当初申込日から１年間とし、お客さままたは当行から特に申し出がない限り、期

間満了の日の翌日から更に１年間継続されるものとし、継続後も同様とします。 

 

第１８条 譲渡、質入等の禁止 

 本サービスの利用にかかるお客さまの権利および預金等は譲渡、質入することはできません。 

  

第１９条 関連規定の適用・準用 

１．本規定に定めのない事項については、当行の普通預金規定、当座勘定規定等各種預金規定および振込規定

等関係する規定により取扱います。これらの規定と本規定との間で取扱が異なる場合、本サービスに関し

ては本規定が優先的に 適用されるものとします。 

２．本条に定める各規定は当行本支店窓口に備付けておりますのでご遠慮なくお申し出ください。 

 

第２０条 準拠法・合意管轄 

 本契約の契約準拠法は日本法とします。本サービスに関する訴訟については、当行本店または申込代表口座

開設店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。 

  

第２１条 電子決済等代行業者が提供するサービス機能の利用について 

１．第 3 条第 2 項第 1 号にかかわらず、お客さまは、当行が契約を締結している先として公表する電子決済



等代行業者（以下「利用可能サービス業者」といいます。）のサービスを自己の判断により利用する場合

に限り、ログイン ID・ログインパスワード・照会用暗証番号を利用可能サービス業者に提供することがで

きるものとします。 

  但し、ログイン ID・ログインパスワード・照会用暗証番号以外の本人認証の情報については、利用可能サ

ービス業者に対しても提供しないものとします。 

２．利用可能サービス業者のサービスの利用はお客さまの判断により行うものとし、その信頼性や正確性等に

ついて当行は責任を負いません。 

３．お客さまのログイン ID 及びログインパスワードによるログインがあった場合又はお客さまの照会用暗証

番号が使用された場合、当行は、お客さま自身が利用可能サービス業者にログイン ID・ログインパスワー

ド・照会用暗証番号を提供したものであるか、利用可能サービス業者がお客さまに代わって操作を行う正

当な権限を有するか等を確認することなく、お客さまご本人からの操作とみなします。 

４．当行は、当行の判断により、随時利用可能サービス業者から特定の事業者を除外することができるものと

し、当行ウェブサイト等で公表します。その場合、当該電子決済等代行業者にログイン ID・ログインパス

ワード・照会用暗証番号を提供していたお客さまは速やかにログインパスワードを変更するものとします。 

５．お客さまがログイン ID・ログインパスワード・照会用暗証番号を提供していた電子決済等代行業者のサー

ビスの利用を取りやめる場合は、お客さまの責任において、当該サービスの解約及びログインパスワード

の変更を行うものとします。 

６．第 13 条にかかわらず、お客さまが利用可能サービス業者に提供したログイン ID・ログインパスワード・

照会用暗証番号を用いた不正アクセスによる被害全般については当行による補償の対象にはならないも

のとし、お客さまは利用可能サービス業者から補償を受けるものとします。 

以 上 

 令和 2 年 5 月 18 日現在 


